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＊タイでは、2020 年の原発の導入に向けて準備が進められてきた。しかし、日本での福島第 1 原

発の事故をうけ、計画の再検討がなされることとなった。タイにおけるこれまでの原子力研究開

発の流れと原発導入の動向について解説する。 

 
 
タイにおける原子力法制 

 タイでは 1950 年代半ばから原子力の研究開発が始まり、放射線及びラジオアイソト

ープ技術の利用を目的に、原子力の研究開発が進められてきた。1954 年には、米国と

原子力の平和利用を検討する目的で「タイ原子力委員会（Thai Atomic Energy 
Commission （ 1956 年に「タイ原子力平和利用委員会（ Thai Atomic Energy 
Commission for Peace）」と改称））（以下「AEC」）」が設立され、原子力に関する政策

の策定と提言、安全基準の設定、管理規則の設定等を担う、タイにおける本格的な原

子力の平和利用を推進する組織となった。タイは、1957 年、国際原子力機関（IAEA）

に加盟し、1962 年に米国との間に「原子力の平和利用に関する協力協定」を締結して

いる。  
 タイにおける原子力の平和利用の法的枠組みの基礎となるのは、1961 年に制定され

た「仏暦 2504 年原子力平和利用法（注 1）」である。原子力の平和利用の原則について

は同法によって定められ、安全基準、事業許可手続、放射能管理といった個別具体的

な事項については、省令等により定められている。  
 「原子力平和利用法」により、AEC は原子力利用の政策策定と技術的な手続に基づ

いた安全利用の基準策定を担う機関として法的な位置づけを与えられ、さらに、その

下に「タイ原子力庁（Office of Atomic Energy for Peace）（以下「OAEP」）」が設置

された。OAEP は、タイにおける原子力の非軍事利用を管轄する初めての国家機関で

ある（注 2）。2001 年の政府の組織改編に伴い、OAEP は、「新タイ原子力庁（Office of 
Atoms for Peace）（以下「OAP」）」と組織名を変更し、科学技術省の管轄組織となる

とともに、タイ原子力技術研究所（Thailand Institute on Nuclear Technology）が科

学技術省のもとに設置された。  
 2000 年、タイではコバルト 60 による放射線被ばく事故（注 3）が発生し、タイ政府

に対し IAEA は国際安全基準に沿った管理基準の設定を求めた。科学技術省は 2003
年、放射線の安全利用と管理について、「仏暦 2546 年許可申請手続に関する省令」（2007
年に改正）及び「仏暦 2546 年放射性廃棄物管理に関する省令」を公布し、国際安全基

準に則った放射性廃棄物の集積・処理・貯蔵の管理基準が整備された。  
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原子力研究開発と原発の導入計画 

 1960 年、タイ政府は AEC の提言によりタイで最初の実験炉となる Thai Research 
Reactor-1（TRR-1）の建設を許可し、米国からの支援を得て 1962 年に完成させた。

TRR-1 は、その後改修され、原子炉物理研究、放射線利用、医療用のラジオアイソト

ープ製造等に利用されている。1989 年にはカナダ原子力公社の協力のもとで、農業・

食品等の照射利用研究、さらには、1993 年からは食品照射や医療用具の滅菌等が行わ

れており、最近では、放射線照射の分野に民間企業が参入している（注 4）。  
 タイにおける原発の導入計画の歩みは、経済発展によるエネルギー需要の高まりと

安全性、経済性、世論の反対といった導入反対の要素との間で紆余曲折を経てきた（注

5）。 
 タイで最初の原発建設が計画されたのは 1960 年代後半である。1967 年、タイ電力

公社（Electricity Generating Authority of Thailand）（以下「EGAT」）は、1982 年

をめどに 60 万 kW の原発の建設を開始する計画を打ち出し、1974 年には政府からの

設置許可を得たが、その後のスリーマイル島原発事故や、建設費の高騰等の要因によ

り、この建設計画は中止となった。1980 年代に入り、タイの経済成長とともにエネル

ギー需要が高まったことを背景に、1982 年、IAEA の協力のもと、OAEP（現 OAP）、

EGAT、国家社会経済開発会議等による原子力発電に関する調査が実施された。その結

果、第 7 次電源開発計画（1992 年-2001 年）に将来の原発導入が盛り込まれることと

なったが、原発導入は国民の支持を得ることができず、1994 年には、政府は原発導入

計画の無期限延期を決定した。その後、タイ経済の持続的な発展による電力需要の増

加と二酸化炭素排出による環境問題が注目されるようになると、再び、原子力発電の

導入が検討されるようになった。1996 年、タイ政府は科学技術大臣を委員長とし、非

政府組織や環境保護団体などをメンバーに含む実施可能性の研究調査を行うための委

員会を設置し、原発の導入を検討した。しかし、これも原発導入への一歩を踏み出す

までの結論を得ることはできなかった。  
 タイにおける原発導入計画が前進したのは、1992 年に首相府のもとに設置された国

家エネルギー政策委員会（National Energy Policy Council）が策定し、2007 年に政府

により承認された「国家電力開発計画（2007 年-2021 年）」によってである。これには、

2020 年と 2021 年にそれぞれ 200 万 kW の原子力発電の導入が明記されたのである。 
 
原発建設計画の再検討 

 タイでは、「国家電力開発計画（2007 年-2021 年）」に基づく原発建設計画が、中国

との技術協力などにより実現にむけて動きだしている（注 6）。また、日本との関係にお

いても、2010 年 11 月に日本原子力発電が EGAT と技術協力協定を締結するなど、タ

イで初めての原発の建設に日本の原子力発電の技術と人材が協力にあたることとなり、

日本の原子力発電関連企業から注目を集めていた。しかし、今回の福島第 1 原発の事

故によりその先行きは不透明なものとなった。 
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 タイのアピシット首相は、2011 年 3 月 24 日、日本のマスコミ各社との会見におい  
て、福島第 1 原発の事故を受け、原発建設計画の中止も視野に入れ、国家電力開発計

画の再検討を行うと表明した。現在、EGAT が原子力発電所建設の候補地として検討

しているのは、タイ南部のスラーターニー県、ナコンシーターマラート県、チュムポ

ーン県、プラチュワップキーリーカーン県、タイ中部のチョンブリー県、チャイナー

ト県である。アピシット首相は、これらの原発建設候補地における住民らの意見を聞

く姿勢を示し、また、原子力発電にかわるエネルギーとして、天然ガスによる火力発

電、さらには太陽光や風力などによる発電の開発に取り組むことを表明している（注 7）。 
 経済発展と呼応するエネルギー需要の高まりにどのように対応していくのか。タイ

のエネルギー政策の行方が注目される。  
 
注（インターネット情報はすべて 2011 年 4 月 18 日現在である。） 
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